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提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならない。

３．受注者は、契約時、変更時及び完了時において、委託料が１００万円以上の業務について、測量

調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績

情報として「業務カルテ」を作成し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日

曜日、祝日等を除き10日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、土曜日、日曜日、祝日

等を除き10日以内に、完了時は業務完了後10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請しなけれ

ばならない。

また、登録機関発行の「業務カルテ受領書」が届いた際は、その写しを直ちに監督職員に提出し

なければならない。なお、変更時と完了時の間が10日間に満たない場合は、変更時の提出を省略で

きるものとする。

なお、受注者が公益法人の場合はこの限りではない。

第1110条 打合せ等

１．設計業務等着手時、及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者と監督職員は打合

せを行うものとし、その結果について受注者が打合せ記録簿に記録し相互に確認しなければならな

い。

２．設計業務等を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督職員は常に密接な連絡をとり、業

務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度受注者が打合せ記録簿に

記録し、相互に確認しなければならない。

なお、連絡は積極的にＥメール等を活用し、Ｅメールで確認した内容については、必要に応じて

打合せ記録簿を作成するものとする。

３．管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに監督職員と協議

するものとする。

第1111条 業務計画書

１．受注者は、契約締結後15日以内に業務計画書を作成し、監督職員に提出しなければならない。

２．業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。

（１）業務概要 （２）実施方針

（３）業務工程 （４）業務組織計画（担当者の一覧表を記載すること）

（５）打合せ計画 （６）成果品の品質を確保するための計画

（７）成果品の内容、部数 （８）使用する主な図書及び基準

（９）連絡体制(緊急時含む) （10）使用する主な機器

（11）その他

なお、受注者は設計図書において照査技術者による照査が定められている場合は、照査計画に

ついて記載するものとする。

３．受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、その都度監督職

員に変更業務計画書を提出しなければならない。
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４．監督職員が指示した事項については、受注者はさらに詳細な業務計画に係る資料を提出しなけれ

ばならない。

第1112条 資料等の貸与及び返却

１．監督職員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受注者に貸与するものとする。

２．受注者は、貸与された図面及び関係資料等の必要がなくなった場合はただちに監督職員に返却す

るものとする。

３．受注者は、貸与された図書及びその他関係資料を丁寧に扱い、損傷してはならない。万一、損傷

した場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。

４．受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については複写してはならない。

第1113条 関係官公庁への手続き等

１．受注者は、設計業務等の実施に当たっては、発注者が行う関係官公庁等への手続きの際に協力し

なければならない。また受注者は、設計業務等を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続きが

必要な場合は、速やかに行うものとする。

２．受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を監督職員に報告し協議する

ものとする。

第1114条 地元関係者との交渉等

１．契約書第11条に定める地元関係者への説明、交渉等は、発注者又は監督職員が行うものとするが、

監督職員の指示がある場合は、受注者はこれに協力するものとする。これらの交渉に当たり、受注

者は地元関係者に誠意をもって接しなければならない。

２．受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては、地元関係者からの質問、疑義に関する説

明等を求められた場合は、監督職員の承諾を得てから行うものとし、地元関係者との間に紛争が生

じないように努めなければならない。

３．受注者は、設計図書の定め、あるいは監督職員の指示により受注者が行うべき地元関係者への説

明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を書面で随時、監督職員に報告し、指示があればそれに

従うものとする。

４．受注者は、設計業務等の実施中に発注者が地元協議等を行い、その結果を設計条件として業務を

実施する場合には、設計図書に定めるところにより、地元協議等に立会するとともに、説明資料及

び記録の作成を行うものとする。

５．受注者は、前項の地元協議により、既に作成した成果の内容を変更する必要を生じた場合には、

指示に基づいて、変更するものとする。なお、変更に要する期間及び経費は、発注者と協議のうえ

定めるものとする。

第1115条 土地への立入り等

１．受注者は、屋外で行う設計業務等を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る場合は、契

約書第12条の定めに従って、監督職員及び関係者と十分な協調を保ち設計業務等が円滑に進捗する

ように努めなければならない。なお、やむを得ない理由により現地への立入りが不可能となった場
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量計算書、概算工事費等を作成するものをいう。

なお、同一の業務として目的構造物の比較案を提案することについてもこれを、予備設計とする。

５．詳細設計とは、実測平面図（空中写真図を含む）、縦横断面図、予備設計等の成果品、地質資料、

現地踏査結果及び設計条件等に基づき工事発注に必要な平面図、縦横断面図、構造物等の詳細設計

図、設計計算書、工種別数量計算書、施工計画書等を作成するものをいう。

第1207条 調査業務の条件

１．受注者は、業務の着手にあたり、第1112条に定める貸与資料、第1201条に定める適用基準等及び

設計図書を基に調査条件を確認する。受注者は、これらの図書等に示されていない調査条件を設定

する必要がある場合は、事前に監督職員の指示または承諾を受けなければならない。

２．受注者は、現地踏査あるいは資料収集を実施する場合に、第1112条に定める貸与資料等及び設計

図書に示す調査事項と照合して、現地踏査による調査対象項目あるいは資料収集対象項目を整理し、

監督職員の承諾を得るものとする。

３．受注者は、本条２項に基づき作業した結果と、第1112条の貸与資料と相違する事項が生じた場合

に、調査対象項目あるいは資料収集対象項目を監督職員と協議するものとする。

４．受注者は、設計図書及び第1201条に定める諸基準等に示された以外の解析方法等を用いる場合に、

使用する理論、公式等について、その理由を付して監督職員の承諾を得るものとする。

第1208条 計画業務の条件

１．受注者は、業務の着手にあたり、第1112条に定める貸与資料、第1201条に定める適用基準等及び

設計図書を基に計画条件を確認する。受注者は、これらの図書等に示されていない計画条件を設定

する必要がある場合は、事前に監督職員の指示または承諾を受けなければならない。

２．受注者は、現地踏査あるいは資料収集を実施する場合に、第1112条に定める貸与資料等及び設計

図書に示す計画事項と照合して、現地踏査による調査対象項目あるいは資料収集対象項目を整理し、

監督職員の承諾を得るものとする。

３．受注者は、本条２項に基づき作業を行った結果と、第1112条の貸与資料と相違する事項が生じた

場合に、調査対象項目あるいは資料収集対象項目を監督職員と協議するものとする。

４．受注者は、設計図書及び第1201条に定める諸基準等に示された以外の解析方法等を用いる場合に、

使用する理論、公式等について、その理由を付して監督職員の承諾を得るものとする。

第1209条 設計業務の条件

１．受注者は、業務の着手にあたり、第1112条に定める貸与資料、第1201条に定める適用基準等及び

設計図書を基に設計条件を設定し、監督職員の承諾を得るものとする。また、受注者は、これらの

図書等に示されていない設計条件を設定する必要がある場合は、事前に監督職員の指示または承諾

を受けなければならない。

２．受注者は、現地踏査あるいは資料収集を実施する場合に、第1112条に定める貸与資料等及び設計

図書に示す設計事項と照合して、現地踏査による調査対象項目あるいは資料収集対象項目を整理し、

監督職員の承諾を得るものとする。
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３．受注者は、本条２項において、第1112条の貸与資料と相違する事項が生じた場合に、調査対象項

目あるいは資料収集対象項目を監督職員と協議するものとする。

４．受注者は、設計図書及び第1201条に定める適用基準等に示された以外の解析方法等を用いる場合

に、使用する理論、公式等について、その理由を付して監督職員の承諾を得るものとする。

５．受注者は、設計に当たって特許工法等特殊な工法を使用する場合には、監督職員の承諾を得るも

のとする。

６．設計に採用する材料、製品は原則としてＪＩＳ、ＪＡＳの規格品及びこれと同等品以上とするも

のとする。

７．設計において、建設省（国土交通省）土木構造物標準設計図集に集録されている構造物について

は、発注者は、採用構造物名の呼び名を設計図書に明示し、受注者はこれを遵守するものとする。

なお、これらに定められた数量計算は単位当たり数量をもととして行うものとする。

８．受注者は、設計計算書の計算に使用した理論、公式の引用、文献等並びにその計算過程を明記す

るものとする。

９．受注者は、設計にあたって建設副産物の発生、抑制、再利用の促進等の視点を取り入れた設

計を行うものとする。

特に、建設リサイクル法に規定する、特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、建設発生木

材及びアスファルト・コンクリート塊）については、「島根県特定建設資材に係る分別解体

等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に関する指針」に基づき、再資源化

等を先導する観点から、最終処分する量をゼロにする設計に努めるものとする。

また、建設副産物の検討成果として、リサイクル計画書を作成するものとする。

10．電子計算機によって設計計算を行う場合は、プログラムと使用機種について事前に監督職員と協

議するものとする。

11．受注者は、当該設計を行うに当たって、新技術情報提供システム（NETIS）を利用して新工法・新

技術の積極的な活用を検討するものとする。ただしこの場合の対象は「推奨技術」、「推奨技術候

補」、「活用促進技術」、「設計比較対象技術」、「少実績優良技術」の技術的な位置付けを得た

新技術・新工法を対象とする。

また、受注者は当該設計を行うに当たって、「しまねハツ建設ブランド登録新技術（県内開発新

技術）」の積極的な活用を検討するものとする。

12．受注者は、設計にあたり島根県公共土木工事木製構造物等設計指針に基づき木製構造物を利用で

きる箇所については積極的に活用を検討するものとし、監督職員と協議のうえ、採用する工法等を

決定した後に設計を行うものとする。

第1210条 調査業務及び計画業務の成果
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30. 「修補」とは、発注者が受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場合に受注者が

行うべき訂正，補足その他の措置をいう。

31. 「協力者」とは、受注者が測量作業の遂行にあたって、再委託に付する者をいう。

32．「使用人等」とは、協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずるものをいう。

33. 「立会」とは、設計図書に示された項目において監督職員が臨場し、内容を確認することをいう。

第１０３条 業務の着手

１．受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１５日以内に測量作業に着手しなけ

ればならない。この場合において、着手とは主任技術者が測量作業の実施のため監督職員との打合

せ、又は現地踏査を開始することをいう。

第１０４条 測量の基準

測量の基準は島根県公共測量作業規程及び同規程に係る運用基準（以下「規程」という。）第２

条の規定によるほかは監督職員の指示によるものとする。

第１０５条 作業の実施

測量作業は、「規程」により実施するものとする。

第１０６条 設計図書の支給及び点検

１．受注者からの要求があり監督職員が必要と認めた場合、受注者に図面の原図若しくは電子データ

を貸与する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているものについては、受注者

の負担において備えるものとする。

２．受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合は、監督職員に書面により報告し、そ

の指示を受けなければならない。

３．監督職員は、必要と認めるときは、受注者に対し、図面又は詳細図面等を追加支給するものとす

る。

第１０７条 監督職員

１．発注者は、測量作業における監督職員を定め、受注者に通知するものとする。

２．監督職員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の職務を行うも

のとする

３. 契約書の規定に基づく監督職員の権限は、契約書第８条第２項に規定した事項である。

４. 監督職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

その他の理由により監督職員が、受注者に対し口頭による指示等を行った場合には、受注者はその

指示等に従うものとする。監督職員は、その指示等を行った後、７日以内に書面で受注者にその指

示等の内容を通知するものとする。

第１０８条 主任技術者

１．受注者は、測量作業における主任技術者を定め、発注者に通知するものとする。

２．主任技術者は、契約図書等に基づき、測量作業に関する技術上の一切の事項を処理するものとす

る。
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３．主任技術者は、測量法に基づく測量士の有資格者であり、日本語に堪能（日本語通訳が確保でき

れば可）でなければならない。

４．主任技術者に委任できる権限は契約書第９条第２項に規定した事項とする。ただし、受注者が主

任技術者に委任できる権限を制限する場合は発注者に書面をもって報告しない限り、主任技術者は

受注者の一切の権限（契約書第９条第２項の規定により行使できないとされた権限を除く）を有す

るものとされ発注者及び監督職員は主任技術者に対して指示等を行えば足りるものとする。

５．主任技術者は、監督職員が指示する関連のある測量作業等の受注者と十分に協議の上相互に協力

し、業務を実施しなければならない。

６．受注者又は主任技術者は、屋外における測量作業に際しては使用人等に適宜、安全対策、環境対

策、衛生管理、地元関係者に対する応対等の指導及び教育を行うとともに、測量作業が適正に遂行

されるように、管理及び監督しなければならない。

第１０８条の２ 担当技術者

１．受注者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その他必要な事項を監督

職員に提出するものとする。（主任技術者と兼務するものを除く）

なお、担当技術者が複数にわたる場合は３名までとする。

２．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。

３．測量作業における担当技術者は、測量法に基づく測量士又は測量士補の有資格者でなければなら

ない。

第１０９条 提出書類

１．受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を監督職員を経て、発注者に遅

滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託料（以下「委託料」という。）に係る請求書、

請求代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場

説明の際指定した書類を除く。

２．受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、

提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならない。

３．受注者は、契約時、変更時及び完了時において、委託料が１００万円以上の業務について、測量

調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績

情報として「業務カルテ」を作成し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日

曜日、祝日等を除き10日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、土曜日、日曜日、祝日

等を除き10日以内に、完了時は業務完了後10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請しなけれ

ばならない。

また、登録機関発行の「業務カルテ受領書」が届いた際は、その写しを直ちに監督職員に提出し

なければならない。なお、変更時と完了時の間が10日間に満たない場合は、変更時の提出を省略で

きるものとする。

なお、受注者が公益法人の場合はこの限りではない。
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談により、調査の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。

30. 「修補」とは、発注者が受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場合に受注者が

行うべき訂正，補足その他の措置をいう。

31. 「協力者」とは、受注者が地質・土質調査の遂行にあたって、再委託に付する者をいう。

32．「使用人等」とは、協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずるものをいう。

33. 「立会」とは、設計図書に示された項目において監督職員が臨場し、内容を確認することをいう。

第１０３条 業務の着手

１．受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１５日以内に地質・土質調査に着手

しなければならない。この場合において、着手とは主任技術者が地質・土質調査の実施のため監督

職員との打合せ、又は現地踏査を開始することをいう。

第１０４条 調査地点の確認

１．受注者は調査着手前にその位置を確認しておかなければならない。また、調査地点の標高が必要

な場合は、基準となる点について監督職員の承諾を得なければならない。

２．受注者は都市部等における調査で地下埋設物（電話線、送電線、ガス管、上下水道管その他）が

予想される場合は、監督職員に報告し、関係機関と協議の上現地立会を行い、位置、規模、構造等

を確認するものとする。

第１０５条 設計図書の支給及び点検

１．受注者からの要求があり監督職員が必要と認めた場合は、受注者に図面の原図若しくは電子デー

タを貸与する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているものについては、受注

者の負担において備えるものとする。

２．受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合は、監督職員に書面により報告し、そ

の指示を受けなければならない。

３．監督職員は、必要と認めるときは、受注者に対し、図面又は詳細図面等を追加支給するものとす

る。

第１０６条 監督職員

１．発注者は、地質・土質調査における監督職員を定め、受注者に通知するものとする。

２．監督職員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の職務を行うも

のとする。

３．契約書の規定に基づく監督職員の権限は、契約書第８条第２項に規定した事項である。

４．監督職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

その他の理由により監督職員が、受注者に対し口頭による指示等を行った場合には、受注者はその

指示等に従うものとする。監督職員は、その指示等を行った後、７日以内に書面で受注者にその指

示等の内容を通知するものとする。

第１０７条 主任技術者

１．受注者は、地質・土質調査における主任技術者を定め、発注者に通知するものとする。
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２．主任技術者は、契約図書等に基づき、地質・土質調査に関する技術上の一切の事項を処理するも

のとする。

３．主任技術者は、技術士（総合技術監理部門（業務に該当する選択科目）又は業務に該当する部

門）又はこれと同等の能力と経験を有する技術者、あるいはシビルコンサルティングマネージャー

（以下「ＲＣＣＭ」という。）の資格保有者であり、特記仕様書に定める業務経験を有することと

し、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならない。

４．主任技術者に委任できる権限は契約書第９条第２項に規定した事項とする。ただし、受注者が主

任技術者に委任できる権限を制限する場合は発注者に書面をもって報告しない限り、主任技術者は

受注者の一切の権限（契約書第９条第２項の規定により行使できないとされた権限を除く）を有す

るものとされ発注者及び監督職員は主任技術者に対して指示等を行えば足りるものとする。

５．主任技術者は、監督職員が指示する関連のある地質・土質調査の受注者と十分に協議の上相互に

協力し、業務を実施しなければならない。

６．受注者又は主任技術者は、屋外における地質・土質調査に際しては使用人等に適宜、安全対策、

環境対策、衛生管理、地元関係者に対する応対等の指導及び教育を行うとともに、地質・土質調査

が適正に遂行されるように、管理及び監督しなければならない。

第１０８条 担当技術者

１．受注者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その他必要な事項を監督

職員に提出するものとする。（主任技術者と兼務するものを除く）

なお、担当技術者が複数にわたる場合は３名までとする。

２．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。

第１０９条 提出書類

１．受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を監督職員を経て、発注者に遅

滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託料（以下「委託料」という。）に係る請求書、

請求代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場

説明の際指定した書類を除く。

２．受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、

提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならない。

３．受注者は、契約時、変更時及び完了時において、委託料が１００万円以上の業務について、測量

調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績

情報として「業務カルテ」を作成し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日

曜日、祝日等を除き10日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、土曜日、日曜日、祝日

等を除き10日以内に、完了時は業務完了後10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請しなけれ

ばならない。

また、登録機関発行の「業務カルテ受領書」が届いた際は、その写しを直ちに監督職員に提出し

なければならない。なお、変更時と完了時の間が10日間に満たない場合は、変更時の提出を省略で




